
 今の現実問題は、有名店だったけど友達も失敗している・・・どこが信頼できるのか判らない

 工事店の数は、他業界に類のない50万社以上(コンビニの10倍)

　客の争奪戦。違法行為もバレなければいいとする事業者が増加

    違法事業者

　警察・日弁連・国土交通省・消費者庁・消費者団体・専門家・民間事業者

　消費者からのご依頼により、消費者の目線に立ち住宅会社の選考選出から工事完成までの期間中

　に「透明性開示工事」としての役務を第三者の公的資格者が確認し、偽装行為・手抜き工事を防ぎ

　ご依頼者様が満足のいく良質な工事を受けて頂けることを確約いたします。

➍法律に沿う、見積書・契約の妥当性を確認。マッチング

❸相見積で悪質業者を回避

　　お電話より受付

➊ご相談・ご用命 　 ➋見積依頼

❺成約になった現場の確認

❻工事期間中に、偽装や手抜き工事の有無を確認

❼竣工確認、完成確認

※法令違反や悪質な住宅事業者からでも、広告費や年間登録費及びマッチングの成功報酬を徴収し、安心

のおける住宅事業者の位置づけを装い、消費者が紹介される利益優先型のビジネスモデルではありません。

住いる応援機構 




